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特定非営利活動法人 自治経営  

 

１ 事業の成果 

  令和４年度は、全国を対象として書籍の企画・作成を通年で行い、ケーススタディブック Vol.4 の出

版を行った。また、自治経営・都市経営・公民連携に関する伴走型支援事業及び教育支援事業を展開しな

がら、その普及及び啓蒙事業として講演会や勉強会を実施した。コロナ禍の影響もありオンライン講座

（有料、無料のもの含む）も実施し、自治経営・都市経営・公民連携に関する普及及び啓蒙活動を行った。 

 

 

２ 事業の実施に関する事項 

（１）特定非営利活動に係る事業              （事業費の総費用【 4,859 】千円） 

定款に記載 
された 
事業名 

事業内容 日時 場所 
従事者 
人数 

受益 
対象者 
範囲 

受益 
対象
者 
人数 

事業費 
（千
円） 

自治経営・都
市経営・公民
連携に関する
研究及び事業
開発 

伴走型支援事業を行う。
公民連携事業ケーススタ
ディブックの企画・作成・
販売を行う。（ケーススタ
ディブック事業・伴走型
支援事業など） 

通年 全国 30 

地方創生や
公民連携に
関心のある
一般市民 

1,453 2,426 

自治経営・都
市経営・公民
連携に関する
人材育成及び
教育事業並び
に情報交流事
業 

広く一般市民を対象に、
人材育成、教育、支援及び
アドバイスを行う。（クリ
エイティブスクール・ロ
ーカルマネジメント力養
成講座など） 

R4.9-

11,R5.6-7

月（計 7回） 

全国

（オン

ライン

含む） 

25 

地方創生や
公民連携に
関心のある
地方自治体
や民間企業 

55 1,121 

自治経営・都
市経営・公民
連携に関する
支援並びにそ
の普及及び啓
蒙事業 

広く一般市民を対象に自
治経営や都市経営、公民
連携に関する講演会や勉
強会を企画・実施する。
（各アライアンス勉強
会・スタンド FM 配信・
オンライン勉強会など） 

通年 

全国

（有

料・無

料含

む） 

25 

地方創生や
公民連携に
関心のある
一般市民 

120 1,312 
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